
ＬＰガス料金高騰の影響を受ける消費者の 

負担軽減を求める緊急要望 



＜国の総合経済対策＞ 

日本経済は、ウィズコロナの下で社会経済の正常化に向かいつつある

一方、原材料価格の高騰や円安の影響等により、エネルギー・食料品等

の価格が上昇し、国民生活・事業活動に大きな影響を及ぼしている。こ

うした中、政府におかれては、物価高克服・経済再生実現のための総合

経済対策を 10 月 28 日に閣議決定され、12 月２日に、令和４年度第２次

補正予算が成立した。 

本補正予算には、エネルギー価格高騰対策の電気料金・都市ガス料金

の高騰に対する消費者（家庭・企業等）の負担軽減措置として、電気料

金対策の２兆 4,870 億円及び都市ガス料金対策の 6,203 億円が盛り込ま

れているものの、ＬＰガスの料金高騰に対しては、ＬＰガス事業者のコ

スト低減及び経営体質の強化を図る「小売価格低減に資する石油ガス配

送合理化補助金」138 億円等の支援のみで、消費者への支援は盛り込ま

れていない。 

＜支援の公平性＞ 

都市ガスと同様に、地域によってはＬＰガス料金が大きく上昇してい

るにもかかわらず、ＬＰガスを利用する多くの消費者が支援の対象とな

っておらず、エネルギー価格高騰に対する国民生活や事業活動への支援

としては、公平性の観点から問題がある。 

全国的に、ＬＰガスの方が都市ガスよりも料金が割高であるため、Ｌ

Ｐガスを利用している消費者は、元々ガスに係る負担が大きく、今般の

価格上昇で負担は増大し、生活や事業活動に大きな影響を与えている。 

今回、都市ガスのみへの支援によって、全国平均の家計負担の差は拡

大する。（別紙１及び２参照） 

地方においては、都市部に比べ、一般にＬＰガスの普及率が高く、地

方の消費者の方が影響を受けるが、都市ガスの普及率が高い都道府県で

あっても、郡部や離島ではＬＰガスを利用しており、こうした格差は全

国的な課題である。 



＜地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交

付金）＞ 

国からは、９月 20 日に、総額 6,000 億円の新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方

交付金）の交付限度額が通知されたが、その際示された推奨事業メニュ

ーには、ＬＰガスについての記載はなかった。その後、11 月８日になっ

て初めて、ＬＰガス利用者への支援が推奨事業メニューに追加され、支

援の検討を求める事務連絡があった。 

しかしながら、配分済みの臨時交付金について、自治体によっては、

９月に示された推奨事業等の早期実施のため、その時期には既に使途が

決まっており、対応が不可能な状況となっている。 

また、対応が可能な自治体であっても、この 6,000 億円で、ＬＰガス

のみならず、エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴い、低所得者、

子育て世帯などの生活者や、医療・介護・保育施設、公衆浴場等、農林

水産業、中小企業、地域公共交通や地域観光業などの事業者に向けて、

幅広く支援を実施する必要があり、都市ガスに対する支援 6,203 億円と

比較すると、規模が小さく、不十分である。 

 さらに、この臨時交付金の配分においては、地域毎の物価全般の上昇

率は加味されているが、ＬＰガスの普及率が高い地域への加算等はなさ

れていない。 

このため、国の直接的な支援がないことに加え、十分な財源が確保で

きず、必要な支援を行うことができない地域がある。 

＜エネルギー価格高騰対策のあり方＞ 

本来、生活に不可欠な電気・ガス等のエネルギー価格高騰対策は、住

んでいる地域によって支援に差が出るべきではないため、地方自治体単

位ではなく、国として取り組んでいただきたい。 

ついては、エネルギー価格高騰に対する国民生活や事業活動への支援

策について、その効果が国民全体に公平に行き渡るよう、以下の事項に

ついて緊急に要望する。 

記

 ＬＰガス料金についても、電気料金・都市ガス料金の価格高騰対策に

準じて、国が消費者の負担軽減策を講じること。 
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別紙１ 

【試算例】１世帯当たり月額負担 

令和４年９月時点

令和４年 12 月時点

※ 全国平均価格（出典：総務省小売物価統計）及び 

標準的な世帯の使用量（都市ガス 30  、LP ガス 10  ）で試算

※月 900 円

※月 900 円

    ▲788円

ＬＰガス 都市ガス 都市ガス

8,876円 8,088円 7,188円

（支援前） （支援前） （支援後）

▲1,688円

＋51円

ＬＰガス 都市ガス 都市ガス

8,931円 8,982円 8,082円

（支援前） （支援前） （支援後）

▲849円



別紙２ 
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プロパンガス料金と都市ガス料金の比較

ＬＰガス
費用負担

ＬＰガス料金

都市ガス料金

注：ＬＰガス、都市ガスともに、R5.1の価格はそれまでの価格上昇率に準じた推計値

国支援額
(900円)

ＬＰガスと都市ガスの料金の差

都市ガスへの支援により
依然として負担額に差がある

（単位：円）

都市ガス
費用負担


